【様式１】
平成２４年度　当初予算　　　
支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工業研究費
	事業名：　生活技術研究所情報指導費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　　　　生活技術研究所　管理調整担当　電話番号：0577-33-5252
E-mail：c23106@pref.gifu.lg.jp
	事業費

	


　要求額：1,045千円(前年度予算額： 610千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　・県内製造企業の技術力向上や製品の安全性向上を図るために依頼試験を実施する。

　・業界の技術動向の把握や木材工業や人間工学等の技術情報を収集し、業界への情報

提供を迅速に行う。

  ・新製品開発や不良対策等の相談事項に対しての指導、更には業界等の催事に対して

の協力支援を行う。

	２　所要経費


（１）依頼試験費　　934千円（需用費（消耗品費、修繕料）、役務費）

　（２）技術情報費　　111千円（旅費、需用費（消耗品費、会議費、印刷製本費）、役務）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　１　モノをつくって、地域外からのお金を稼ぐ地域をつくる
	２　これまでの取組状況


・岐阜県の優良な地場産業である木製家具、木製品製造業を中心とした木質系産業の

抱える課題に対して依頼試験や技術相談を行っている。
・平成22年度は技術相談1,630件、依頼試験2,051件、巡回技術支援16件を実施し、
企業の課題解決やクレーム対応、品質向上に貢献した。
・研究成果の広報活動として、展示会や学会発表等の他、研究成果報告書・年報（年1
回）、生活研通信（6回）の発行を行い技術普及を図った。また、研究会（延22回）
やインターンシップの受入（2名）をし、企業への情報提供や新技術の普及促進、技
術人材育成を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


・厳しい経済状況の中、引き続き企業からは技術相談や依頼試験により利用していた
だいている。
・また、巡回技術支援等により、企業ニーズの把握に努めているが、現場から寄せら
れる課題や相談は、異分野の内容や技術水準が高くなる傾向にあり、今後も継続し
て研究論文等の先進情報を収集する必要がある。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	610
	0
	0
	0
	0
	0
	499
	0
	111

	要求額
	1,045
	0
	0
	677
	0
	0
	257
	0
	111

	1月20日時点査定額
	1,045
	0
	0
	677
	0
	0
	257
	0
	111

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


